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事業原簿 公開版 

概 要 

最終更新日 ２０２２年４月６日 

プログラム 

（又は施策）名 
未来開拓研究プロジェクト 

プロジェクト

名 

超低消費電力型光エレクトロニクス実装

システム技術開発 

プロジェク

ト番号 
Ｐ１３００４ 

担当推進部/ 

ＰＭまたは 

担当者 

ＩｏＴ推進部/栗原廣昭、豊田智史、佐野克己（２０２１年７月～現在） 

ＩｏＴ推進部/栗原廣昭、豊田智史（２０１９年７月～２０２１年６月） 

ＩｏＴ推進部/中山敦、栗原廣昭、豊田智史（２０１９年５月～２０１９年６月） 

ＩｏＴ推進部/中山敦、大橋雄二、栗原廣昭（２０１９年４月） 

ＩｏＴ推進部/中山敦、大橋雄二（２０１７年１２月～２０１９年３月） 

ＩｏＴ推進部/梅田到、大橋雄二、中山敦、岩本篤（２０１７年７月～２０１７年１１月） 

ＩｏＴ推進部/厨義典、大橋雄二、岩本篤（２０１７年４月～２０１７年６月） 

ＩｏＴ推進部/水野義博、荒川元孝、厨義典（２０１６年７月～２０１７年３月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/水野義博、波佐昭則（２０１４年１０月～２０１６年６月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/井谷司、波佐昭則（２０１４年９月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/井谷司、松岡隆一（２０１３年４月～２０１４年８月） 

０．事業の概要 

クラウドコンピューティングやＩｏＴの利用拡大、ＡＩの活用が急速に進展しており、データセ

ンタなどにおける情報処理量や通信トラフィックが指数関数的に増大し、データセンタ内の情報処

理機器（サーバ、ルータ等）は更なる高速化が進んでいる。同時に、サーバボード間、サーバボー

ド内のチップ間の電気配線の損失が飛躍的に増加しており、消費電力の増大が懸念され、性能向上

のボトルネックとなっている。 

本プロジェクトでは、前記課題を解決する革新的技術として、情報処理機器の省電力化と高速化

を目的に、電子機器の電気配線を光配線に置換する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレ

クトロニクス実装システム技術を実現する基盤技術を確立する。 

Ⅰ．事業の位置 

付け・必要

性 に つ い

て 

光エレクトロニクス実装システム技術を開発することで、データセンタ等における情報処理量・

通信量の増大に伴って急激な増加が予測される消費電力量の抑制を図り、地球温暖化ガスの排出量

の削減にも寄与する。 

また、光半導体分野における我が国の競争優位を維持するとともに、光エレクトロニクスを用い

た新たなコンピューティング市場において競争力を獲得し、半導体産業、回路基板産業やそれらを

システム化したサーバ、ルータ等の情報通信機器産業などのエレクトロニクス産業の活性化にも資

する。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

  事業の目標 

本研究開発では、電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減できかつデータセ

ンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための要素技術を確立することを目標

とする。 

具体的には、電子機器のデータ伝送に関して、１０Ｔｂｐｓ／ノードの伝送帯域と電気配線を用

いる場合に比較して１／１０の低消費電力化を、また通信速度あたりの面積比で１／１００以下の

小型化（１００倍の帯域密度）を実現する。 

研究開発の進捗に合わせ開発成果の一部を順次実用化し、光配線と電子回路を融合させた光エレ

クトロニクス市場の創出と開拓を目指す。 

本プロジェクトでは、２０１７年度までに実施した光エレクトロニクス実装基盤技術開発及び光

エレクトロニクスシステム化技術開発により上記アウトプット目標を実現可能とする技術を確立

している。引き続き研究開発を行い、プロジェクト完了までに上記目標を達成する。 

本事業で開発される技術をサーバ、データセンタ、ネットワーク機器等に適用し普及させること

により、２０３０年には国内で年間約１５００万トンのＣＯ２排出に相当するエネルギーが削減さ

れると見込まれ、グローバルな市場創出効果としては１．２６兆円程度が期待される。 
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事業の計画

内容 

主な実施 

事項 

第一期 第二期 第三期 
 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

① 
光

エ

レ

ク

ト

ロ

ニ

ク

ス

実

装

基

盤

技

術

の

開

発 

ⅰ

実

装

基

盤

技

術 

(a)光エレク

トロニクス

実装技術 
   

 
  

 
    

(b)光エレク

トロニクス

集積デバイ

ス技術 

  
 

        

(c)光エレク

トロニクス

イ ン タ ー

フェース技

術 

           

(d)光エレク

トロニクス

回路設計技

術 

           

ⅱ 革新的デバ

イス技術            

②

光

エ

レ

ク

ト

ロ

ニ

ク

ス

実

装

シ

ス

テ

ム

化

技

術

の

開

発 

ⅰ

シ

ス

テ

ム

化

技

術 

(a) サ ー バ

ボードのシ

ステム化技

術開発 

           

(b)ボード間

接続機器、筐

体間接続機

器のシステ

ム化技術開

発 

           

(c)データセ

ンタ間接続

機器のシス

テム化技術

開発 

           

(d) 企 業 間

ネットワー

ク接続機器

のシステム

化技術開発 

           

(e)光電子集

積インター

ポーザのデ

バイス・実装

技術開発 

       

 

   

(f)光電子集

積インター

ポーザのシ

ステム化技

術開発 

           

ⅱ 国際標準化 
           

評価時期   
中間

評価   
中間

評価  
中間

評価   
事後

評価 

事業費推移 

(会計・勘定

別に NEDO が

負担した実

績額（評価実

施年度につ

いては予算

額）を記載) 

(単位:百万

円) 

会計・勘定 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 総額 

一般会計 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

特別会計 

（需給） 
2,800 2,400 2,777 2,500 1,720 1,801 1,350 1,743 1,840 1,500 20,431 

開発成果 

促進財源 
― 102 848 1,006 ― ― 140 114 256 112 2,578 

総予算額 2,800 
(      ) 

2,502 3,625 3,506 1,720 1,801 1,490 1,857 2,096 1,612 23,009 

（委託） 

( ) 

( ) 

( ) 

( ) 

経産省 
執行 

光電子集積インターポーザの

デバイス・実装／システム化

に向けた技術開発に集約 

kimurahdk01
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開発体制 

経産省担当 

原課 
商務情報政策局 情報産業課 

プロジェクト 

リーダー 

東京大学 ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構 

特任教授 荒川泰彦 

プロジェクト 

マネージャー 
IoT 推進部 栗原廣昭 

委託先 

（助成事業の

場合「助成先」

とするなど適

宜変更） 

（組合が委託

先に含まれる

場合は、その参

加企業数及び

参加企業名も

記載） 

２０１２年度～２０１６年度： 

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（参加企業７社（日本電気（株）、富士

通（株）、沖電気工業（株）、（株）東芝、古河電工（株）、日本電信電話（株）、

ＮＴＴエレクトロニクス（株））、(国研)産業技術総合研究所、（一財）光産業

技術振興協会） 

共同実施（東京大学、横浜国立大学、京都大学、東京工業大学、早稲田大学） 

２０１７年度： 

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（参加企業５社（日本電気（株）、富士

通（株）、沖電気工業（株）、（株）東芝、古河電工（株））、(国研)産業技術

総合研究所、（一財）光産業技術振興協会） 

共同実施（東京大学、横浜国立大学、京都大学、東京工業大学、早稲田大学） 

２０１８年度～現在： 

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（参加企業５社（日本電気（株）、富士

通（株）、沖電気工業（株）、古河電工（株）、三菱電機（株））、(国研)産業

技術総合研究所、（一財）光産業技術振興協会） 

共同実施（東京大学、横浜国立大学、京都大学、東京工業大学、早稲田大学） 

情勢変化へ

の対応 

世界的なシリコンフォトニクス技術への注目の高まりと競争激化へ対応するため、光電子集積イ

ンターポーザの技術開発に集約し、開発成果促進財源により実装技術・評価技術の開発を推進した。

また、データセンタ間接続機器システム技術は、実用化が加速している状況に対して、現状成果の

一部を活用した先行事業化を実施するとともに、目標を状況の変化に対応したものに変更した。 

モバイル情報通信やＩｏＴの進展によるデータ通信量増大、ＡＩおよびディープラーニングの進

展による情報処理の高速化に対応しつつ、研究開発進捗に応じて最終目標（１０Ｔｂｐｓ／ノード）

を明示した。 

中間評価結

果への対応 

２０１９年度に行われた中間評価結果に対応し、主に３つの対応策を行った。 

情報通信トラフィック量の増加を考慮して、今後の IT 機器のエネルギー消費量の推移を再調査

し、省エネ効果を定量的に説明した。ニュースリリースの発行や展示会での動画作成等により、成

果を広く PR し、ユーザ企業を巻き込む活動を推進した。予算配分見直し等で開発成果促進財源を

確保し、サーバシステム応用に係る試作等を前倒しで行い、組合参加企業３社の事業化判断を早め

るようマネジメントを実施した。 

評価に関す

る事項 

事前評価 
２０１１年度 産業構造審議会産業技術分科会評価小委員会（７月）、総合科学技術会

議の評価専門調査会（１２月）  担当：経済産業省 

中間評価 ２０１４年度 中間評価実施 担当部 電子・材料・ナノテクノロジー部 

中間評価 ２０１７年度 中間評価実施 担当部 ＩｏＴ推進部 

中間評価 ２０１９年度 中間評価実施 担当部 ＩｏＴ推進部 

事後評価 ２０２２年度 事後評価実施 担当部 ＩｏＴ推進部 

Ⅲ．研究開発成

果 に つ い

て 

研究開発項目ごとの最終成果を以下にまとめる。 

研究開発項目①「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」 

（i）実装基盤技術 

（a）光エレクトロニクス実装技術（２０１７年度末） 

・５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール化技術を確

立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現した。 

（b）光エレクトロニクス集積デバイス技術（２０１７年度末） 

・多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するための基盤集積

技術を確立した。 

（c）光エレクトロニクスインターフェース技術（２０１６年度末） 

kimurahdk01
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・低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間通信向け

低消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証するための要素技

術を確立した。 

（d）光エレクトロニクス回路設計技術（２０１７年度末） 

・光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能とする統

合設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキット）を整備し、

光電子集積インターポーザを効率的に設計可能とした。 

（ii）革新的デバイス技術 

［革新的光源・光検出器技術］（２０２１年度末） 

・光電子集積インターポーザ用の集積化光源への展開に向け、1.4 m 以上の長波長のシリコン

基板上量子ドットレーザの実現可能性を示した。 

・光電子集積インターポーザ用の集積化受光器への展開に向け、高速応答可能で省電力化が可

能な導波路型受光器を実証することにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通

しを示すと共に、事業化に対する課題を明確化した。 

［革新的光変調器技術］（２０２１年度末） 

・光電子集積インターポーザ用の集積化光変調器への展開に向け、スローライト型変調器やハ

イブリッドＭＯＳ型変調器等に対し、多重化・多値変調等の伝送方式を実現する可能性を実

証することにより、光電子集積インターポーザへの技術展開の見通しと事業化に対する課題

を明確化した。 

［革新的光配線技術］（２０２１年度末） 

・光電子集積インターポーザへの展開に向け、フォトニックナノ構造等による光損失補償機能

や光バッファ機能を統合することなどにより高度な光配線技術を開発し、光電子集積サーバ

技術の革新的展開へ寄与。 

［革新的光エレクトロニクス回路技術］（２０２１年度末） 

・光電子集積インターポーザへの展開に向け、シリコンインターポーザ上で機能可変型光エレ

クトロニクス回路の基本機能を実証して光ＦＰＧＡ実現の見通しを明らかにすることによ

り、光電子集積サーバ技術の革新的展開へ寄与。 

［革新的光スイッチングデバイス技術］（２０１７年度末） 

・光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動作を実証

する。これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに

事業化に対する課題を明確化した。 

研究開発項目②「光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」 

（i）システム化技術 

（a）サーバボードのシステム化技術開発（２０１７年度末） 

・光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、要求ス

ペックを満たす光伝送を実証した。 

・光電子集積インターポーザに積層型のストレージチップを実装した光インターフェース付Ｓ

ＳＤ技術を確立した。 

（b）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発（２０１７年度末） 

・ロジックＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定した。 

・策定した設計基準に基づき既存ロジックＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブ

ルを用いたＬＳＩ搭載基板間光接続を実現した。 

（c）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発（２０１６年度末） 

・抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓデジタル

コヒーレント光トランシーバを実現した。 

（d）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発（２０１７年度末） 

・シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わせて集積試

作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するとともに、企業間ネット

ワーク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解決の目処を得た。 

（e）光電子集積インターポーザのデバイス・実装技術開発（２０２１年度末） 

・光配線の消費電力を１ｍＷ／Ｇｂｐｓ以下とするための要素技術と、電気配線と比較し通信

速度あたりの面積で１／１００すなわち１００倍の帯域密度を実現するための要素技術、お

よびシリコンフォトニクス技術による波長多重シングルモード光回路を開発することによ

り、１０Ｔｂｐｓ／ノードの帯域幅を持つ光電子集積インターポーザ技術を実現した。 

（ｆ）光電子集積インターポーザのデバイス・システム化技術（２０２２年度末） 

・消費電力の少ない光電子集積インターポーザ技術と波長多重技術を用いた接続技術を組み合

わせた光電子融合サーバボードを試作し、試作機とシミュレーションを用いてサーバ電力量

を３０％以上削減可能であることを示した。 

・光電子集積インターポーザを用いた一芯双方向波長多重トランシーバを搭載することによ

り、光加入者端末装置を１０ｃｍｘ２ｃｍｘ２ｃｍ以下のサイズに小型化するための実装技

術を開発した。 
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（ii）国際標準化（２０２１年度末） 

・光電子集積インターポーザの物理仕様（サイズ、入出力構成）、電気・光インターフェースに

関し、提案した標準化案の採択推進活動を行った。 

投稿論文（事業開始から

２０２２年２月末まで） 

「査読付き論文」２３５件、「学会発表（解説記事含む）」１６５９

件 

特 許（同上） 「出願済」３４３件、（うち国際出願１２０件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等）（同上） 
プレス発表等４６件 

Ⅳ.成果の実用

化・事業化

に 向 け た

取 組 及 び

見 通 し に

ついて 

本プロジェクトは日本の光デバイス、ネットワーク関連企業で構成される技術組合を実施者とする

ものであり、早期に実用化の目処が立ったデバイスについては、プロジェクト期間の終了を待たず

に実用化・事業化を進める。事業化を有利に進めるために、国際標準化活動による規格獲得を目指

す。さらに、ニュースリリース発行、シンポジウム、展示会、成果紹介動画作成等により、効果的

な成果の発信を行い、ユーザ企業とのマッチングを通じて、現在の組合企業だけでなくユーザ企業

を巻き込む活動を推進する。 

Ⅴ．基本計画に 

関 す る 事

項 

作成時期 

２０１２年５月 「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」

実施計画作成（経済産業省） 

２０１３年３月 基本計画作成（ＮＥＤＯ） 

変更履歴 

２０１８年１月 ２０１８年度から２０２１年度の基本計画追加に伴う改訂。 

２０１８年１１月 ＰＬの所属先の記載を変更。 

２０２０年２月 プロジェクトマネージャーの変更に伴う改訂。 
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